
平 成 19 年 度
当 初 予 算 額

平 成 18 年 度
当 初 予 算 額

増 減
増 減 率
（ ％ ）

Ａ B Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ

９．５２億１２９２万円

△１３．８

１億８４７１万円

下 水 道 事 業 特 別 会 計

２９億２９２９万円 △１億３９４５万円

４億６３７４万円 ４億８２３９万円 △１８６５万円

△２５０万円

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計

６７４５万円

平成１９年度の予算の概要

会 計 区 分

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

土 地 造 成 事 業 特 別 会 計

一 般 会 計 △１０億　６７９万円 △１０．４

２４億５１１６万円

合 計 △１２億７９９０万円 △６．１

１０億７３０６万円 １０億４５８０万円 ２７２６万円 ２．６

△４．５

△３．９

介 護 保 険 特 別 会 計

用 地 取 得 特 別 会 計

介護サービス事業特別会計

△１億１８３８万円

△３２３４万円

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計

１億９３０６万円 △５１２万円

４５２７万円１２９３万円霊 園 特 別 会 計

１２００万円

１億８７２１万円

２２億３８２４万円

平成１９年度予算は，昨年スタートした「あかびらスクラムプラン」の２年目という位置付けのもと編成
する予定でしたが，「空知産炭地域総合発展基金問題」の影響を大きく受け，１８年度決算が赤字見
込に急変したことから大幅な見直しが必要となりました。また，政府は地方自治体の財政再建を早期
に促す「地方財政健全化法案」を平成１９年３月に閣議決定し，国会に提出しました。この法案は，従
来の普通会計を対象とした財政再建制度を見直し、病院事業会計や国民健康保険特別会計なども
含めた連結決算による新たな財政指標を導入し，早期に財政の健全化を促すもので，当市ではこう
した大きく２つの要素から「赤平市財政健全化計画書」を策定し，平成１９年度予算もこの計画を基本
として編成しました。

△６．９

△７１．４

１７．８

△１．３

７９４５万円

老 人 保 健 特 別 会 計 ２８億２７１９万円 ３０億３６０４万円 △２億　８８５万円

９６億４４７８万円

８億５６３５万円

２０８億６５３３万円

８６億３７９９万円

７億３７９７万円

１９５億８５４３万円

３０億６８７４万円

１億８７９４万円 △２．７



平 成 19 年 度 平 成 18 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

市 税 １０億　７３９万円 １１．７ ９億２４７４万円 ８．９

地 方 譲 与 税 ８７００万円 １．０ １億８１８３万円 △５２．２

利 子 割 交 付 金 ３００万円 ０．０ ５００万円 △４０．０

配 当 割 交 付 金 １００万円 ０．０ ５０万円 １００．０

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １００万円 ０．０ １万円 ９９００．０

地 方 消 費 税 交 付 金 １億５０００万円 １．７ １億５０００万円 ０．０

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ２５００万円 ０．３ ２５００万円 ０．０

地 方 特 例 交 付 金 ８９５万円 ０．１ ２５００万円 △６４．２

地 方 交 付 税 ４０憶７５９７万円 ４７．２ ３９憶７７３４万円 ２．５

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 ２６２万円 ０．０ ２６５万円 △１．１

分 担 金 及 び 負 担 金 ５４４９万円 ０．６ ６３６２万円 △１４．４

使 用 料 及 び 手 数 料 ４億９１７４万円 ５．７ ４億８８６９万円 ０．６

国 庫 支 出 金 １０憶７８４５万円 １２．５ １５憶２９７０万円 △２９．５

道 支 出 金 ３憶６７５４万円 ４．３ ２憶７９８２万円 ３１．３

財 産 収 入 ３２９４万円 ０．４ ３６５９万円 △１０．０

寄 附 金 ０万円 ０．０ １万円 皆減

繰 入 金 １３０３万円 ０．２ ４億６８４９万円 △９７．２

繰 越 金 1万円 ０．０ ５００万円 △９９．８

諸 収 入 ８憶　３１６万円 ９．３ ７憶５５９９万円 ６．２

市 債 ５．０ △４０．０

歳 入 合 計 １００．０ △１０．４

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

９６憶４４７８万円

４憶３４７０万円

８６憶３７９９万円

一般会計予算の内訳（歳入）

市税総額は、所得税から市民税への税源移譲の影響などにより対前年度比８．９％の増、地方交付税
は、対前年度比２．５％の増となっていますが、前年度決算見込との比較では３．１％の減となっていま
す。市債は、普通建設事業の抑制や骨格予算などにより、対前年度比４０．０％の減となっています。
諸収入８億３１６万円のうち、財源不足額は１億６，２０９万円となっています。

構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）

区 分

７憶２４８０万円



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税などの市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税などの一部が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームや保育所などに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借り入れることによって負う
債務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



平 成 19 年 度 平 成 18 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

議 会 費 ５２１６万円 ０．６ ８４４７万円 △３６．３

総 務 費 １億９１４５万円 ２．２ ４億　５２６万円 △５２．８

民 生 費 ２６億３５６１万円 ３０．５ ２５億３１６０万円 ４．１

衛 生 費 ３億７０９６万円 ４．３ ３億９４２０万円 △５．９

労 働 費 ５２９万円 ０．１ ７０３万円 △２４．８

農 林 水 産 業 費 １億　　３０万円 １．２ １億　７９０万円 △７．０

商 工 費 ５億　４８０万円 ５．９ ５億６５９８万円 △１０．８

土 木 費 １１億９６０６万円 １３．８ ２０億５７９３万円 △４１．９

消 防 費 ７８７８万円 ０．９ ３３１２万円 １３７．９

教 育 費 ２億４５０７万円 ２．８ ３億１２６４万円 △２１．６

公 債 費 １３．２ △１７．８

諸 支 出 金 ５億　８５０万円 ５．９ １億６２８３万円 ２１２．２

職 員 給 与 費 １６億　６５８万円 １８．６ １５億９１６２万円 ０．９

予 備 費 １００万円 ０．０ １００万円 ０．０

歳 出 合 計 １００．０ △１０．４

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

９６億４４７８万円

１１億４１４３万円

８６億３７９９万円

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

総務費は、空知産炭地域総合発展基金からの借入を前年度で全額償還したため、対前年度比５２．
８％の減となっています。土木費は、骨格予算のため継続事業が中心となり、対前年度比４１．９％の
減となっています。民生費は、国民健康保険特別会計の赤字解消のための繰出１億５，０００万円を新
たに計上したことにより、対前年度比４．１％の増となっています。諸支出金は、病院事業会計の不良
債務解消のための繰出１億５，０００万円などを新たに計上したことにより、対前年度比２１２．２％の増
となっています。

区 分
構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）

１３億８９２０万円



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



平 成 19 年 度 平 成 18 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

人 件 費 １６億８７７６万円 １９．５ １７億　　３４万円 △０．７

物 件 費 ７億３０９１万円 ８．５ ８億５５４５万円 △１４．６

補 助 費 等 ９億６２１１万円 １０．７ ８億１２６４万円 １４．０

扶 助 費 １６億５９３１万円 １９．２ １６億７１５０万円 △０．７

普 通 建 設 事 業 費 ３億５６４２万円 ４．６ １２億８９２１万円 △６８．７

維 持 補 修 費 ２億１７８９万円 ２．５ １億６７１４万円 ３０．０

公 債 費 １３．２ △１７．８

積 立 金 ３６９万円 ０．１ ３６０万円 ２．５

投 資 及 び 出 資 金 ０万円 ０．０ ０万円 ０．０

貸 付 金 ４億４２４７万円 ５．１ ４億４１８３万円 ０．１

繰 出 金 １４億３５００万円 １６．６ １３億５００７万円 ６．３

予 備 費 １００万円 ０．０ １００万円 ０．０

歳 出 合 計 １００．０ △１０．４

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

９６億４４７８万円

１１億４１４３万円

８６億３７９９万円

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

人件費は、職員給与費の平均給与を１５％削減するほか、議員報酬、各種委員等報酬についても１
５％削減することにより、対前年度比０．７％の減となっています。公債費は、過疎対策事業の償還終
了などにより、対前年度比１７．８％の減となっています。普通建設事業費は、骨格予算のため継続事
業が中心となり、対前年度比で６１．８％の減となっています。補助費等及び繰出金は、国民健康保険
特別会計の累積赤字と病院事業会計の不良債務を解消するため、それぞれ１億５，０００万円づつ新
たに計上したため、それぞれ対前年度比１４．０％、６．３％の増となっています。

区 分
構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）

１３億８９２１万円



※　用語解説

人 件 費
職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険
料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

普通建設事業費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金
一般会計から国民健康保険や下水道事業などの特別会計へ繰り出すため
の費用です。


